
○イノベーションによる
新たな社会的・経済的価値の
創造

○地域住民の心と絆を結ぶ
コミュニティーの再構築

○被災地における経済的支援
等セーフティネット

創造的復興のイメージ

①少子高齢化の進展

【人口減少率（1994年を100とした場合の2009年の値）】

→岩手95、宮城101、福島96（全国102）
【老年(65以上)人口割合(2008)】

→岩手26.8%、宮城22.1%、福島24.7%（全国22.7%）

④産業構造・財政状況

【財政力指数(H20)】
→ 岩手0.314、宮城0.543、福島0.462(全国0.521)

【経済活動別県内総生産(実質)(H19)】
１次産業 被災３県 2.3%（全国1.1%）
２次産業 被災３県28.4%（全国27.7%）
３次産業 被災３県69.3%（全国71.2%）

【 経済活動別従事者数(H1７)】
１次産業 被災３県 9.1%（全国4.8%）
２次産業 被災３県 26.7%（全国26.1%）
３次産業 被災３県 63.4%（全国67.2%）

②地域社会、家族構成等

【ＰＴＡや地域の人が学校の諸活動にボランティアとして参加し
てくれますか(H22全国学力・学習状況調査）】

→ 岩手：◎62.5% ○35.9% △1.6% ×0.0%
宮城：◎55.6% ○40.9% △2.8% ×0.0%
福島：◎62.3% ○36.8% △0.9% ×0.0%

（全国：◎56.9% ○40.0% △2.9% ×0.1%）
【三世代家族等の割合(H17)】

→ 岩手22.9%、宮城17.6%、福島22.9%(全国10.9%)

③所得・雇用状況

【１人当たり県民所得(H19)】
→ 岩手238万、宮城258万、福島285万(全国278万)

【有効求人倍率(H23.2)】
→ 岩手0.50、宮城0.51、福島0.50（全国0.62）

【完全失業率（平成22年10～12月期平均)】
→ 岩手4.6%、宮城5.6%、福島4.9%（全国4.8%）

【高卒就職者の県外就職率（H22）】
→ 岩手43.3%、 宮城16.9%、 福島24.4% （全国19.6%）

【大学等進学率】
→ 岩手40.1%、宮城47.7%、福島44.1% (全国54.3%)

震災前の状況

相
互
に
連
関

○生活インフラ、雇用情勢等の悪化により
更なる人口減（特に生産年齢人口）等が懸念
○市街地機能の喪失によるコミュニティ機能
の低下が懸念

→ 社会維持の基礎的条件の確保が必要

○県全体で人口減少率（社会減・自然減両方）
が大きい。

○沿岸地域、原発地域に着目すると、
生産年齢人口が少なく老年人口が多い。
（特に岩手県）

○ボランティア参加率、三世代同居率の高さ等
から勘案して、地域・家族の絆、ソーシャル
キャピタルは比較的高いと考えられる。

○避難所等の運営等からも推測できる。

○県全体では各指標ともに全国平均を下回る。
○岩手県、福島県では高卒就職者の県外就職率
が高く、高卒段階で県外への人材流出が進行。

○沿岸地域市町村は失業率が高い。

○県内産業基盤の機能低下、原発の
風評被害、自粛等による経済状況・
雇用状況・ 所得状況、財政状況等
の悪化が懸念。

○全国的にも、部品の調達、電源供給の
悪化等による影響が懸念

○県全体では各県ともに財政が厳しい。
特に沿岸地域は財政力指数は極めて低い。

○製造業は、岩手県は輸送用機械器具、宮城県は食料品、
福島県は情報通信関連が主要産業となっている。

○農業産出額は東北全体では、米、畜産、野菜の順に
高いが、全国と比較すると米、果実の構成割合が高い。

○海面漁業・養殖業生産額は3県とも、全国10位以内。
○沿岸地域市町村では、第1次産業従事者が多く、

第2次・第3次産業も水産関連産業が多いと考えられる。
○原発立地市町村は、原発関連産業が多いと考えられる。

震災により懸念されうる影響

東北・日本の復興

考えられる方向性

ソフトパワーの充実による課題解決
（自ら考え行動し協調・創造するための

人、知恵、文化、コミュニケーション）

【各産業毎の被害額】
（岩手（6/6））１次産業：約3,134億

（うち、水産・漁港：約2,360億、農業約580億、
林業約193億円）

（宮城(5/19)）農林水産関係：9,379億
【ｽﾄｯｸの毀損額(3/23)】
（３県）約14～約23兆円

（※３県のｽﾄｯｸ総額：約70兆円）
【2011年度実質ＧＤＰ成長率予測(5/25)】
震災を受けて+0.8%から-0.9%に下方修正

○経済格差→教育格差→格差の世代間連鎖

○地域間格差（都道府県間、県内市町村間）
の拡大等が懸念

【人的・物的被害】
（岩手）死者4,530人(6/9)、行方不明2,809人(6/9)

避難者21,183人(6/6)、
家屋全半壊23,889棟(6/9)

（宮城(6/9)）死者9,066人、行方不明4,913人、
避難者22,902人、家屋全半壊103,585棟

（福島(6/9)）死者1,594人、行方不明379人、
避難者数99, 209人、家屋全半壊37,547棟

【県外避難者数】
（福島）44道府県に35,557人（6/9）
【３県から県域を越えて転学した児童生徒の数】
（３県）10,486人（うち福島県から9,024人）(5/1)

【失業者数の増加(5/26)】
（岩手）24,113件、（宮城）49,851件、
（福島）40,644件

※自発的失業や定年退職等も含む。
【有効求人倍率の減少(３月：前月との比較)】
（岩手）29.3%減、（宮城）27.2%減、（福島）23.3%減
【大学等進学を断念した高校生の数】
（岩手）25人（うち20人専門学校・短大、5人大学）
【内定を取り消された学生・生徒数(5/25)】
（３県）185人 （入社延期：795人）

資料８
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創造的復興のイメージ

教育面での方策

どのような方策が
考えられるか？

全国的に
実施すべきか？

知恵と人の力による創造的復興対策

【例】
・多様な主体による教育への参画・協働
・地域づくり、雇用、福祉、産業との関わり

など多面的な視点
・国と地方の役割と連携 など

方策を検討する際の視点

○被災地における経済的支援等
セーフティーネット

【視点の例】
・まずは、生活基盤の確保（衣食住、学・職・医）
・その上で、生涯にわたって、一人一人の付加価値

を高め、活用できる社会システム
・安心して子どもを産み育てる環境
・一人ひとり共通のスタートラインにつくことが

できるシステム

○イノベーションによる
新たな社会的・経済的価値の創造

【視点の例】
・防災、新エネルギー、ライフライン等の研究推進
・地域産業の振興、雇用機会の創出

（例：製造業の復興、農業等の6次産業化 等）

・担い手育成に向けてスキルを高める受け皿
・自然と共生するまちづくり

○地域住民の心と絆を結ぶ
コミュニティーの再構築

【視点の例】
・地域住民全体で社会を支える仕組み
・構成員社会全員に居場所と出番を確保
・文化等の次世代への継承
・災害に強いコミュニティづくり

考えられる方向性
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人口減少率

（人口推計）

岩手県における人口の推移
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宮城県における人口の推移
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福島県における人口の推移
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被災三県では、人口が減少傾向にあり、高齢化も進展している。

全国102 岩手95 宮城101 福島96 （※1994年を100とした場合の2009年の値）

①少子高齢化の進展

人口減少率（社会減・自然減）

東北地方においては、人口の社会減、自然減ともに拡大傾向。

地域行事や学校へのボランティア活動への参加率

（H22全国学力・学習状況調査）

◆今住んでいる地域の行事に参加していますか（小学校児童） ◆今住んでいる地域の行事に参加していますか（中学校生徒）
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被災三県では、全国平均と比べ、地域行事や学校へのボランティア活動への参加率が高い。

②地域社会、家族構成等 世帯構成

（H17国勢調査）
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被災三県では、全国平均と比べて、核家族が少なく、三世帯家族等が多い。
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県別一人当たり県民所得
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（Ｈ１９県民経済計算）
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238
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東北地方の一人あたり県民所得は、福島県を除き、全国平均と比べて低い。

③所得・雇用状況
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県別有効求人倍率

（H23.2 一般職業紹介状況）
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東北地方の有効求人倍率は、全国平均よりも低い。
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（労働力調査（平成22年10～12月期平均））

東北地方の完全失業率は、岩手県や山形県を除き、全国平均と比べて高い。

県別完全失業率
完全失業率（市町村）
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※　沿岸部、福島第一原子力発電所事故関係市町村を対象
※　☆は「警戒区域」「計画的避難区域」「緊急時避難準備区域」に該当する市町村

岩手県 宮城県 福島県

出典：「統計で見る市区町村のすがた2010」(市町村)

　　　　「社会生活統計指標-都道府県の指標2011-」（全国）

沿岸部では、完全失業率の高い地域が多い。

市町村別完全失業率（岩手県・宮城県・福島県の沿岸部・福島第一原子力発電所事故関係地域）
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（出展：平成22年度学校基本調査）
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高卒就職者の県外就職率（平成22年、男女別）

東北地方における高卒就職者の県外就職率は、男女ともに全国平均より高い
（＝高卒就職者の人材流出が進んでいる）。
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高卒就職者の県外就職率（平成１５年との比較）

東北地方における高卒就職者の県外就職率は、平成15年度と比べて増加している。
（＝高卒就職者の人材流出がより一層進行している）。

高校（全日制・定時制）卒業者の進学・就職状況
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専修学校

大学等

（平成２２年度学校基本調査）

東北地方の大学進学率は、全国平均と比較して、１０％程度低い。
→ 大学等進学率 全国：54.3%、 岩手：40.1%、 宮城：47.7%、 福島：44.1%

－

10

20

30

40

50

60

70

80

北

海

道

青

　

森

岩

　

手

宮

　

城

秋

　

田

山

　

形

福

　

島

茨

　

城

栃

　

木

群

　

馬

埼

　

玉

千

　

葉

東

　

京

神

奈

川

新

　

潟

富

　

山

石

　

川

福

　

井

山

　

梨

長

　

野

岐

　

阜

静

　

岡

愛

　

知

三

　

重

滋

　

賀

京

　

都

大

　

阪

兵

　

庫

奈

　

良

和

歌

山

鳥

　

取

島

　

根

岡

　

山

広

　

島

山

　

口

徳

　

島

香

　

川

愛

　

媛

高

　

知

福

　

岡

佐

　

賀

長

　

崎

熊

　

本

大

　

分

宮

　

崎

鹿

児

島

沖

　

縄

全

国

平

均

(％)

（平成22年度学校基本調査）

出身高校と同じ所在県にある大学に入学する者の割合

28％

60％

20％

33％

東北地方における、出身高校と同一県にある大学に入学する者の割合は、東北大学が所在する
宮城県を除き、全国と比べて低い。 （＝大学進学者の人材流出が進んでいる）
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東北地方に所在する大学の就職状況の例

（平成２２年住民基本台帳人口移動報告）

◆東北大学学部卒業生（平成22年４月１日現在）

（）は女子で内数
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0 40 00 4薬学部
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(16)30(8)17(24)47教育学部

(61)101(26)30(87)131文学部

県外県内

就職先内訳

就職者数区分

◆岩手県立大学学部卒業生（平成22年3月3１日現在）

国立大学（東北大学）のみならず、県立大学（岩手県立大学）においても、
卒業生の県外での就職比率は高い。

２２歳・２３歳（大卒時点）の転入・転出者数（平成２２年）

（平成２２年住民基本台帳人口移動報告）
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全国的に、大卒段階で、関東圏や愛知県・大阪府への人材流出が進んでいる。

(人)

被災三県の年齢別転入・転出者数（平成２２年）

（平成２２年住民基本台帳人口移動報告）
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東京においては、高卒・大卒段階での流入が進んでいる一方、被災三県では、高卒（岩手、宮城）・
大卒（三県すべて）段階での流出が進んでいる。
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（都道府県財務比較分析表（平成21年度普通会計決算））

東北地方の財政力指数は低く、宮城を除いては、全国平均を大幅に下回る。

④産業構造・財政状況
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財政力指数（市町村）
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出典：「統計で見る市区町村のすがた2010」(市町村)

沿岸部では、財政力指数の低い地域が多い。

市町村別財政力指数（岩手県・宮城県・福島県の沿岸部・福島第一原子力発電所事故関係地域） 経済活動別県内総生産（実質）

（平成１９年度県民経済計算）
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被災三県では、県内総生産のうち第一次産業が占める割合が全国平均と比べて高く、
特に、岩手県については、全国平均の約４倍となっている。

東北の製造品出荷額等の業種別構成比

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島 東北 全国

その他

輸送

情報

電気

電子

業務

生産

金属

非鉄

鉄鋼

窯業

化学

紙パ

飲料

食料

「平成２１年工業統計表概要版」

製造業では、岩手県は輸送用機械器具、宮城県では食料品、福島県では情報通信関連が
主要産業となっている。

農業算出額の品目別構成

農業産出額は、東北全体では米、畜産、野菜の順に高いが、全国の構成割合と比較すると
米、果実が高い。
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経済活動別産業従事者・一次産業従事者の内訳

（平成１９年度県民経済計算）
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◆産業構造別従事者割合 ◆労働者に占める第一次産業従事者の割合

被災三県においては、全国平均と比べ第一次産業に従事する者が多く、そのうち、特に岩手県・
宮城県では農業・水産業に、福島県では農業にそれぞれ従事する者が多い。

合計福島宮城岩手

1,778,612599,263765,734413,615三次産業

748,456309,660260,754178,042二次産業

255,96292,54068,98594,437一次産業

21,4772,24510,7338,499水産業

5,0011,7557382,508林業

229,48488,54057,51483,430農業

2,806,5071,010,1201,107,773688,614総数

（平成１７年度国勢調査）

産業全体に占める各産業の割合

◆経済活動別雇用者数 （単位：人）

被災三県において第一次産業に従事する者の数は約２６万人。
（農業：約２３万人、林業：５千人、水産業：約２万人）

産業構造（市町村）
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※　沿岸部、福島第一原子力発電所事故関係市町村を対象
※　☆は「警戒区域」「計画的避難区域」「緊急時避難準備区域」に該当する市町村

岩手県 宮城県 福島県

出典：「統計で見る市区町村のすがた2010」(市町村)

　　　　「社会生活統計指標-都道府県の指標2011-」（全国）

沿岸部では、第一次産業従事者が多い（特に岩手県・福島県の一部）。なお、第二次産業・第三次産
業でも水産業等に関係する事業を営んでいる可能性が高い。

市町村別産業構造（岩手県・宮城県・福島県の沿岸部・福島第一原子力発電所事故関係地域）

37,547棟（6/9）103,585棟（6/9）23,889棟（6/9）家屋全半壊

99,209人（6/9）22,902人（6/9）21,183人（6/6）避難者

379人（6/9）4,913人（6/9）2,809人（6/9）行方不明者

1,594人（6/9）9,066人（6/9）4,530人（6/9）死者

福島県宮城県岩手県

35,557人（6/9）

（44都道府県に）－－

福島県宮城県岩手県

◆人的・物的被害状況

◆県外避難者数

◆３県から県域を越えて転学した児童生徒の数

（３県）10,486人 （うち福島県から 9,024人） （5/1）

被害状況①

（福島県発表）

（各県発表）

（文部科学省調べ）
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（３県） 185人 （入社延期：795人） （5/25）

40,644件 （5/31）49,851件 （5/31）24,113件 （5/31）

福島県宮城県岩手県

23．3％減27．2％減29．3％減

福島県宮城県岩手県

被害状況②

◆有効求人倍率の減少（３月：前月との比較）

◆大学等進学を断念した高校生の数

－－２５人
（２０人専門学校・短大 ５人大学）

福島県宮城県岩手県

◆内定を取り消された学生・生徒数

◆失業者数の増加 ※自発的多失業や定年退職も含む

（3月12日～5月26日の雇用保険離職票等交付件数）（5/31 厚労省発表）

（３月有効求人倍率（季節調整値）（4/28 厚労省発表）

（岩手県発表）

（厚労省発表）

◆各産業の被害額

－
農林水産関係 ：9,379億(5/19)１次産業 ：約3,134億（6/6）

水産・漁業：約2,360億

農業 ：約580億

林業 ：約193億

福島県宮城県岩手県

被害状況③

◆ストックの毀損額

◆2011年度実質ＧＤＰ成長率予測

（３県）約１４～約２３兆円 ※３県のストック総額 ：約７０兆円 （3/23）

震災を受けてプラス0．8％からマイナス0．9％に下方修正 （5/25）

（各県発表）

（内閣府試算（月例経済報告等に関する関係閣僚会議震災対応特別会合資料））

（ＯＥＣＤ「エコノミック・アウトルック（計座見通し）」）
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